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投資法人概要

野村不動産マスターファンド投資法人（以下NMF）投資法人名

2015年10月1日投資法人成立日

吉田 修平執行役員

東京都新宿区西新宿八丁目5番1号所在地

不動産及び不動産信託受益権への投資及び運用事業内容

執行役員 1名 監督役員 3名従業員数 （2024.2末）

293物件運用物件数 （2024.2.末）

83,021百万円 ※年商 （2023.3～2024.2）

資産運用会社概要

野村不動産投資顧問株式会社（以下NREAM）商号

2003年1月24日設立

245百万円資本金

片山 優臣代表取締役社長

東京都新宿区西新宿八丁目5番1号所在地
投資運用業、第二種金融商品取引業、投資助言・代理
業、宅地建物取引業事業内容

NMF運用グループエコアクション21対象ファンド運用部署

増子 裕之NMF運用グループ統括部長

46名対象従業員

１．投資法人及び運用会社の概要

※第16期（2023年8月期）及び第17期（2024年2月期）の営業収益の合計を記載しています。
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２．対象範囲

ポートフォリオサマリー（2024年2月期末時点）

※ 底地のみの運用物件は、対象外とするため審査対象は合計277物件（対象外：その他1物件、商業施設15物件）
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３．方針・マネジメント体制

2023年7月31日
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2023年 7月31日

またコンプライアンスの徹底に加え、本方針に基づく取組を推進するための社内体制を整備し、

役職員に対する教育及び啓発活動を行います。

2024年12月24日 改訂
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2015年12月1日制定
野村不動産投資顧問株式会社

取締役社長 片山 優臣
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４．マテリアリティ（重要課題の設定）
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５．環境パフォーマンス （目標と結果）
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2023年度 削減目標：▲12.8％ 実績：▲18.0％（達成）

※化学物質（PRTR制度対象化学物質）については削減対象にはなり得ない物質（アスベスト・
フロン等）しか扱っていないため目標対象としていません。

■本年度の評価
再エネ電力導入（23/8期導入：8件、24/2期導入：16件）及びLED 導入（29件）や空調
設備効率化（15件）等の進捗による削減があり、GHG排出量は減少

調整後排出係数電力会社

0.000390A電力会社

0.000620B電力会社

0.000476C電力会社

0.000389D電力会社

0.000438E電力会社

0.000436F電力会社

（右表参照）
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2023度 削減目標：▲5.0％ 実績：▲12.5％（達成）

■本年度の評価
トイレ節水機器の導入（3件）等による削減があるものの、飲食店等を中心にコロナ禍で制限されて
いた人流が回復していることにより水消費量が増加。
また、上記同様の理由で廃棄物重量が増加。

サステナビリティ推進会議における意見・指示（運用期間：2023年3月～2024年2月）

■GHG排出量に関しては、再生可能エネルギーの導入や省エネ工事を通じて、目標を超える水準
で進捗している。
■水使用量に関しては、コロナ禍の終了により施設利用者が回復したために前年比増となったが、
節水工事等は継続して推進しており、目標を超える水準で進捗している。
■各種施策を継続し、目標(KPI)の達成を目指すこと。

全体の取組状況の評価
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６．計画

ポートフォリオのグリーン化 計画期間：第18期（2024年8月期）及び第19期（2025年2月期）

（２）目標達成に向けた具体的な施策

物件数セクター

22物件オフィス

7物件物流

3物件商業

2物件住宅

① 更新検討物件（2024年3月1日～2025年2月28日）

② 新規取得検討物件（2024年3月1日～2025年2月28日）

物件数セクター

4物件オフィス

3物件物流

4物件商業

4物件住宅
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（１）目標

保有物件のグリーン認証（3★相当以上）取得割合
2030年度末までにポートフォリオの70％

KPI（重要指標）
長期目標

※グリーン認証（3★相当以上）とは、DBJ Green Building認証3★以上又はBELS認証3★以上又はCASBEE不動産B+以上をいいます。



気候変動への対応

（1）目標 
KPI（重要指標） 温室効果ガス（GHG）の床面積排出量（原単位）の削減 
長期目標 2030 年度（2030/3～2031/2）までに、2016 年度比▲25％削減 

 
（2）目標達成に向けた具体的な施策 

 
温室効果ガス（GHG）排出量 ＝   エネルギー使用量   ×   排出係数 

 
  
 

       

 
 

① 省エネ施策 

① 省エネ施策 ②電力会社切替え削減方法 

資産の入れ替え 
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2050年度までに温室効果ガス（GHG）排出ネットゼロ
2030年度までに温室効果ガス（GHG）排出総量を80％削減
（2019年度基準）

KPI（重要指標）
長期目標

②再エネ導入



気候変動への対応
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②再エネ導入
直接管理資産について、2030年度までに100％導入を目指す。
24年2月末時点で16.8%導入。



水使用量の管理

(1)目標

(2)目標達成に向けた具体的な施策

水使用量 ＝ 衛生器具の仕様 × 使用回数・頻度

削減方法 ① 節水施策 テナント(利用者)
による削減
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水の床面積あたり使用量（原単位）
2030年度までに▲10%削減（2016年度基準）

KPI（重要指標）
長期目標



・2024年2月時点での事業活動における環境関係法規について遵守評価を実施し、届け出漏れ、法令違反が
ないことを確認しました。なお、関係当局からの違反等の指導事項及び訴訟はありません。

７．環境関連法規について

法令名 要求内容

定期報告：年1回

中長期計画の届出：年1回

エネルギー管理統括者・企画推進者・管理員の選任と届出

適合性判定_基準適合義務

適合性判定_届出義務

簡易点検

定期点検

フロン漏洩の際の届出

フロンの廃棄時の適正処理

大規模事業所の削減義務と都への報告：「総量削減義務と排出量取引制度」

中小事業所の報告：「地球温暖化対策報告書制度」

ばい煙発生施設などの特定施設の届出

ばい煙排出基準の順守と測定

変更届

大気汚染防止法・東京都環境確保条例 アスベストの有無と大気基準の順守

東京都 環境確保条例 アイドリングストップの表示

収集運搬・処分先への契約及び許可書

マニフェストの発行・照合・交付状況報告

産業廃棄保管基準の順守

建設リサイクル法 再資源化等の計画提出(着工前）

事業系一般廃棄物の再利用計画書提出

事業系一般廃棄物の分別基準

特定施設の届出と下水排除基準の順守

使用開始時の届出と排水基準の順守

浄化槽法 設置届、法定検査、保守点検清掃

水質汚濁防止法 事故時の措置

騒音規制法 指定地域内に特定施設がある場合の届出、規制基準順守

ビル用水法 指定地域内における揚水許可申請、揚水量届出

消防法・東京都火災予防条例 危険物の届出

PCB特措法 ＰＣＢの届出と処理

毒劇法 業務上取扱者（非届出業者）の対応

廃棄物処理法

下水道法

大気汚染防止法

省エネ法

建築物省エネ法

フロン排出抑制法

東京都環境確保条例

廃棄物の処理及び再利用に関する条例
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８．研修

研修内容

１）目的 アセットマネージャー及びプロパティマネージャー関係者の
ESG基礎知識の定着と、知識向上

２）実施日 2024年 2月21日（水）
第一部 アセットマネージャー研修
第二部 プロパティマネージャー研修

３）内容

※ WEB開催

ESG講習会

AM研修
1. ESGの概要と潮流
2. 気候変動とTCFD
3. 移行計画
4. インパクト投資

PM研修
1. ESGの概要と潮流
2.気候変動とテナントへの訴求
3. ESG推進におけるPM会社様の役割
・環境パフォーマンスとモニタリング
・物件の環境面での取組み
・物件を通した環境・社会面での取組み
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９．その他の取組み
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１０. コーポレートガバナンス

44



45



46



47



１１．
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１２. リスクマネジメント
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１３．ESGに関する情報の開示の方針・報告の枠組み
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